
関西電力八木誠社長の「損害賠償」発言に対し、厳重に抗議する声明 

 

１ ２０１６年３月１８日、関西電力の八木社長は、自ら会長を務める電気事

業連合会の定例記者会見において、高浜原発３、４号機の運転差し止めを命

じた大津地裁の仮処分決定をめぐり、「上級審で逆転勝訴した場合、（申し立

てた住民への）損害賠償は検討の対象になり得る」と発言した。 

この発言は、仮処分申立人らを恫喝するとともに、新たに全国の原発につい

て仮処分申立人となろうとするものを躊躇させようとする不当なものと言わ

ざるを得ない。原発事故の被害を二度と繰り返させず、将来世代に禍根を残さ

ないために、原発政策からの早期撤退こそが、我が国の取るべきエネルギー政

策の姿であると信ずる自由法曹団は、この八木社長の発言（本発言）に対し、

厳重に抗議する。 

 

２ 高浜原発３号機、４号機の運転が裁判所の仮処分決定によって差し止めら

れたことで、関西電力に損害が生じ、仮に将来、同社が「上級審で逆転勝訴

した」としても、本件の申立人らに対する損害賠償請求などが認められる余

地は全くない。申立人らの損害賠償責任が問題となるのは、申立人らに関西

電力にあえて不当に損害を生じさせることに故意・過失があった場合に限ら

れるが、本件の申立人らに、そのような意図があろう筈がない。 

 申立人らは、高浜原発３号機、４号機の安全性に大きな疑問を持ち、同原発

の事故によって東京電力福島第一原発事故のような事態が滋賀や近畿圏に生

じることを回避するために、本件申立を行ったものである。裁判所での審理に

おいて、申立人らは、同原発の安全性に関する科学的知見や分析データの提出

等を含めて真摯に主張立証を行った。本件の申立に不法行為の違法性や故意・

過失が入り込む余地などおよそない。 

 

３ 大津地裁は、仮処分決定に至るまで約１年にわたり審理を行い、その間に

双方が立会う４回の審尋期日が設けられた。関西電力は、本件の審理に、１３

通にのぼる主張書面と２００点を超す証拠を提出している。 

このような公正で慎重な手続を確保したうえで運転差し止めの仮処分決定

を下した大津地裁が、申立人らの「主張内容と事案の性質に鑑み」担保を不要

と判断したことに照らしても、本件申立に対する関西電力側からの損害賠償請

求など考える余地のないことは明らかである。 



また、原発の安全性を否定する多くの専門的知見が存在し、原発の運転を差

し止める複数の司法判断がなされている今日、仮に関西電力が申立人らに対し

て損害賠償請求を行ったとしても、裁判所が本件申立に過失があったなどと判

断することもまた到底ありえない。 

 

４ 関西電力の代表者の立場であれば、上記いずれの事実も容易に知り得たの

であるから、本件では、仮に上級審で逆転勝訴したとしても、仮処分申立人

らに対する損害賠償請求がおよそ認められないということもまた容易に認識

し得たはずである。 

それにもかかわらず、八木社長があえて本発言を行ったのは、自社の損害回

復という目的以外の別の狙いがあったと考えざるを得ない。すなわち、本発言

は、本件仮処分申立人らを恫喝するとともに、新たに全国の原発について申立

人となろうとするものを困惑・躊躇させ、ひいては全国の原発の運転禁止を求

める適法な申立て自体を断念させるという不当な目的にでたものであると言

わざるを得ない。 

 

５ 残念ながら、本発言からは大津地裁の決定内容に真摯に向き合う姿勢は微

塵も感じられない。本発言は、関西電力をはじめとする電力事業者が、凄惨

な被害をもたらした福島第一原発事故を経験してもなお、原発が我が国に壊

滅的な被害をもたらす可能性を内在する本質的に危険なものであるという事

実から目を背けたまま、依然として目先の経済性に目を奪われた利益至上主

義に固執していることを如実に示すものにほかならない。 

自由法曹団は、原発政策からの早期撤退を求める立場から、福島第一原発の

事故による凄惨な被害を顧みず住民の命や生活の安全を無視し、住民の裁判を

受ける権利を弾圧しようとする八木社長の本発言に対し厳重に抗議する。 

 

２０１６年３月３０日  
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